
(

H24.11.16

就任回数 2 期目

103,451

(百万円・人）

－

84.1

94,455

％ 4.5

68,602

就業者１人当り

①生産・所得（平成１9年度）

②産業構造

市町村内総生産

総生産額（Ｈ１９年度）

17,80917.1

1.0第１次 8,447

86,022

7,706

16.2

千円

老齢人口割合

（Ｈ22.3.31住基人口）

男

⑤老齢人口割合

3,670

計女

8,852

人口１人当り

億円

161,487

191,814

63,332

182,327

78,52170,862

212,369

議 長

7,584

人
口

男 94,154

女

98.6
地域手当
補正後
ラス指数

94.1

Ｈ２０．４．１
Ｈ７

つくば市苅間2530番地2（研究学園D32街区２画地）

082201 284.07

Ｈ１８．４．１ Ｈ１９．４．１

ラスパイ
レス指数

鈴木 富士雄

党 派 別

③職員数（Ｈ２１．４．１現在） （人）

公営事業
会計関係

全職員数 普通会計関係

自民3 民主3 公明4 共産2 新社1 つくば・市民ネットワーク2 無17

1,087 138

②地勢・風土等

32

うち一般行政関係

③人口・世帯数

いちはら けんいち

H24.11.29 現議員数

岡田 久司/細田 市郎

須藤 光明

名

首都東京から約50㎞，成田国際空港から約40㎞に位置し，市
内には世界的な科学技術の拠点として筑波研究学園都市があ
る。平成19年11月30日，つくば市制20周年を迎えた。
市制20周年を契機として，筑波山をはじめ，緑豊かな自然と，

洒落た都会的な生活を同時に享受できる「つくばスタイル」をキー
ワードに魅力的なまちづくりを「市民協働」で推進している。自律
するまちを目指し，定住促進や研究機関の集積を活かした企業
誘致を促進することによって，すべての市民が安全に，安心し
て，快適に暮らせる『健康で健全なまち：つくば』を創造する。

一部事務組合加入事業
退職手当 消防賞じゅつ金 交通
共済 消防災害補償 非常勤公務
災害 市町村会館 税滞納整理
地方税の滞納処分 利根川水系流
域の水防

地域指定

昭和62年11月30日 合併（市制施行）
大穂町 豊里町 谷田部町 桜村

昭和63年１月31日 編入 筑波町
平成14年11月１日 編入 茎崎町

都市開発

＜概要＞

①沿革

公営企業
法適用（上水 病院）
法非適用（公共下水
特定環境下水）

885,233

744,265第３次

第２次

つくば市（つくばし）

北条米 つくばグリーン（芝） ブルーベリー ねぎ

（H18.1.1～12.31）

製造業
（Ｈ20．12．31）

315,136

製造品出荷額等

農業就業人口

14,292

10,382

777,812

年間販売額

108,918103,110

〈 住所 〉

面積

3,481 百円

1,913

常住人口

（Ｈ22．4．１）

〈 Ｈ Ｐ 〉

ｋ㎡Ⅳ－１

gen020@info.tsukuba.ibaraki.jp

〈 ＦＡＸ 〉

地方公共
団体コ－ド

国勢調査

世帯数

98,930

97,418

Ｈ１７

92,884

区分
Ｈ１２

合計 200,528＜市長＞－＜副市長＞
市長公室 ―政策審議室（環境都市推進室），秘書課，行政経営課，

広報広聴課 （つくばサイエンス・インフォメーションセンター），
交通政策課，つくば市東京事務所

総 務 部 ―総務課，（すぐ対応室），法務課，人事課，契約検査課，
情報システム課（情報ネットワークセンター)

財 務 部 ―財政課，管財課，納税課，特別収納対策課，市民税課，
資産税課

市 民 部 ―市民課（窓口センター，出張所，メモリアルホール）,
市民活動課，（男女共同参画室，地域改善対策室，
消費生活センター，働く婦人の家），国際課，
スポーツ振興課，生涯学習課（公民館，市民ホール）

環境生活部―環境政策課，環境保全課，廃棄物対策課（クリーンセンター，
クリーンセンター南分署），生活安全課

保健福祉部―社会福祉課，障害福祉課（障害者センター），高齢福祉課
（地域包括支援センター，老人福祉センター），こども課
（子育て支援室，児童館，保育所），健康増進課（保健センター，
いきいきプラザ），つくば市医療環境検討室，市立病院，
国保年金課

経 済 部 ―農業課，土地改良課，産業振興課，観光物産課（豊里ゆかり
の森，筑波ふれあいの里）

都市建設部―都市計画課，都市施設課，建築指導課（開発指導室），
ＴＸ・まちづくり推進課，道路課，営繕・住宅課，地籍調査課

上下水道部―水道総務課，業務課，水道工務課，配水課，下水道管理課，
下水道整備課

＜会計管理者＞ 会計課
＜消防長＞
消防本部 ―消防総務課，予防広報課，警防課，消防指令課，地域消防課，

中央消防署，北消防署，南消防署
＜教育長＞
教育委員会―教育総務課（文化財室），学務課（幼稚園，小学校，中学校），

教育施設課，健康教育課 （給食センター），教育指導課（教育
相談センター），中央図書館

＜議会＞
議会事務局―議会総務課
＜行政委員会＞
選挙管理委員会事務局，監査委員事務局，農業委員会事務局，
公平委員会事務局（総務部法務課内），
固定資産評価審査委員会事務局（財務部納税課内）
＜オンブズマン＞ 事務局

卸・小売業
（Ｈ19．6．1）

④有権者数（22．3．2現在）

④機構図（Ｈ２２．４．１現在）
88,173

82,398
有権者数

④特産物

住民所得

区分

市章等 〒 305-8555

http://www.city.tsukuba.ibaraki.jp/index.html

029-883-1111

〈e-mail〉

〈 ＴＥＬ 〉

類型

029-868-7633

副市長

副議長

②議会（Ｈ２２．５．１現在）

市原 健一

58 歳）

長
任 期

①長等（Ｈ２２．５．１現在）

＜行政組織＞

③農業・工業・商業

％

79,089

億円

＜産業・経済＞

総額・総数

％

151,773

（H18.4.1～19.3.31）

12,940

（H20.1.1～12.31）

農業産出額

1,822

農業
（Ｈ17．2．1）

農家数

3,511

従業者数

事業所数

6,779

184

商店数

従業者数

（人・百万円）

就業人口（Ｈ１７国調）

千円

4,290

％

％

－

％18.9

72.6

％

任 期 33

一般行政職の
平均給料月額

1,842

1,819 1,681

全職員数
の 推 移 1,878

条例定数 名



積立金現在高（C)

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

債務負担行為支出予定額（B)

標準財政規模（Ｈ２1年度）

73,028

＜主要課題＞
少子･高齢化問題
環境･地球温暖化問題
市民の安心･安全の確保

＜特色ある行政＞
つくば市のブランド化とシティセールスの展開
市内立地研究機関･大学との連携
つくば環境スタイルの具現化
日本一の教育都市への取り組み
つくばエクスプレス沿線開発地区の整備
つくば市の新たなグランドデザインの策定

[0.786]

百万円

※（ ）は早期健全化基準，[ ]は県平均値

26,328 百万円

9,837 百万円

13.6 ％ (25.0)

％

44,678 百万円

56,537 百万円

89.4

－ －

6,298 10.0 －

37.4

うち繰出金

1.3

その他の経費

13.2

24.8

－

8,289

49.5

区 分

2.5

△ 0.6

0.1

構成比決算額

単年度収支

0.7

％

1

23.5

％

上水道等普及率

プ－ル 0 か所

児童館 18 か所

か所

％

形式収支

歳 出 61,580,194

3,214,502

実質収支 2,794,410

園

15

27

37 校

校

707

（百万円）

内 容
概 算
事業費

土地区画整理事業者が行う地区内の
都市計画道路整備経費の一部を負担

％1

1,832,548

固定資産税
（構成比）

-

（百万円・％）

36

42,085,187 38,608,370

50.45

増減額 増減率

435

2.1

-

-

-

69.05

期間

86.41

86.90

体育館

①主要施策実施状況

881

小中一貫教育校の新設事業
・敷地：約4.8ha
・構造：RC３階建 12,500㎡－

1.8

5.7

1.3

0.2

名 称

H13～
H26

－

2.1

－

126

ＴＸ関連土地区画
整理事業

23

84学校耐震化事業 H22 耐震診断（9校）耐震設計（5校）

H22
老人福祉施設整
備事業

放課後児童対策
事業

H22
茎崎第一児童クラブ室建設
木造平屋建 約100㎡

－ ％ ( 16.33

( )

[95.7]

[12.8]

(350.0)

)

②今後の主要課題・特色ある行政等
＜普通会計に関する主な指標＞

経常収支比率

地方債現在高（A)

100.4将来負担比率

1.100

％

財政力指数（Ｈ１９～２１）

[90.8]

実質赤字比率

実質公債費比率

23,503

③主要指標（平成２０年度）

＜健全化判断基準＞

－ ％ 11.33

9.9

－

139

197

12.1 94

28

13.2

連結実質赤字比率

38,608

うち繰入金 832

62,899歳 出

7.44,825

59.2

－

319,738

4,980

歳 入

うち臨財債

地方税

地方債

1,657

②主な歳入・歳出（平成２０年度）

15,160

1,510

23.2

地方交付税

国庫支出金

65,230

増減率

歳 入 64,794,696 65,229,974

区分

＜財政状況＞

①決算収支 （千円・％）

62,898,547

2,331,427

△ 961,862

0.7

Ｈ１９決算 Ｈ２０決算

その他

実質単年度収支 1,050,424 82,178

12.6 429

収入額

13,976,688

5,567,082

36.2 ）(

区分 調定額

（ 13.2

市町村民税・法人
（構成比）

市町村民税・個人
（構成比）

）

89.7

小学校

か所

18,128,011

中学校

5,491,212

42.1

－

－2.3

）

7.6

幼稚園

保育所△ 5.4

市町村税合計
（国保除く）

2.1

△ 282

920

△ 231

1,318

－

－

552
＜主要施策等＞

31,107

7,901

15,590

7,616

2.7

－

6,203

うち補助

（千円・％）

15,392,256

36.6（ ）

（

＜公共施設整備状況＞（平成２０年度）

90.8

徴収率

④市町村税の状況（平成２０年度）

H22～
H23

春日小中学校建
設事業 1,902

）

16,261,889

(

[4,425]

[19,998]

[2,833]

[13,853]

[21,590]

）

老人福祉施設 か所

(

16

98.6
14.2

280

205
地域密着型サービス拠点等施設整備
及び高齢者健康遊具設置

43.1

91.7

道路改良率

病院・診療所

排水等処理率

戸

か所

か所

道路舗装率

9

28公民館等

か所

公営住宅

図書館

8.9

2.4

1,703

8,289普通建設事業費

うち単独

投資的経費

義務的経費

公債費

人件費

扶助費


